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(57)【要約】
【課題】導通損失やスイッチング損失を低減し、かつス
イッチング速度の高速化に適した双方向スイッチを提供
する。
【解決手段】所定の信号によりオンまたはオフにされて
、オン時に生じる電圧とその流れる電流とが非線形関係
にあり、一の通流方向を有する非線形スイッチング素子
として、例えば自己消弧能力があるＩＧＢＴやＧＴＯ等
の半導体スイッチング素子と、所定の信号によりオンま
たはオフにされて、オン時に生じる電圧とその流れる電
流とが線形関係にある線形スイッチング素子として、例
えば自己消弧能力があるＭＯＳＦＥＴやＪＦＥＴ等の半
導体スイッチング素子とを具備した双方向スイッチング
回路であって、この双方向スイッチは、前記非線形スイ
ッチング素子と前記線形素子との通流制御方向が互いに
逆方向になるように逆並列に接続した並列回路を２組直
列に接続した。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の信号によりオンまたはオフにされて、オン時にその両端に生じる電圧と流れる電
流とが非線形関係にあり、一の通流方向を有する非線形スイッチング素子と、
　所定の信号によりオンまたはオフにされて、オン時にその両端に生じる電圧と流れる電
流とが線形関係にある線形スイッチング素子と
を具備した双方向スイッチング回路であって、
　前記非線形スイッチング素子と前記線形素子との通流方向が互いに逆方向になるように
接続した逆並列回路を２組直列に接続したことを特徴とする双方向スイッチ。
【請求項２】
　請求項１に記載の双方向スイッチであって、この双方向スイッチの両端に生じる電圧が
所定の電圧値以下であるとき、前記線形スイッチング素子でスイッチングを行う一方、前
記双方向スイッチの両端に生じる電圧が所定の電圧値を超えたとき前記非線形スイッチン
グ素子でスイッチングを行うスイッチング制御部を備えることを特徴とする双方向スイッ
チ。
【請求項３】
　請求項１に記載の双方向スイッチであって、この双方向スイッチに流れる電流が所定の
電流値以下であるとき、前記線形スイッチング素子でスイッチングを行う一方、前記双方
向スイッチに流れる電流が所定の電流値を超えたとき、前記非線形スイッチング素子でス
イッチングを行うスイッチング制御部を備えることを特徴とする双方向スイッチ。
【請求項４】
　請求項１に記載の双方向スイッチであって、この双方向スイッチの両端に生じる電圧が
所定の電圧値以下、または、流れる電流が所定の電流値以下であるとき、前記線形スイッ
チング素子でスイッチングを行う一方、前記双方向スイッチの両端に生じる電圧が所定の
電圧値を超えたとき、かつ、流れる電流が所定の電流値を超えたとき、前記非線形スイッ
チング素子でスイッチングを行うスイッチング制御部を備えることを特徴とする双方向ス
イッチ。
【請求項５】
　前記スイッチング制御部は、前記並列回路を構成する非線形スイッチング素子および前
記線形スイッチング素子の両方を同時にオンまたはオフする期間を設けることを特徴とす
る請求項２～４のいずれかに記載の双方向スイッチ。
【請求項６】
　前記スイッチング制御部は、前記線形スイッチング素子が有するボディダイオードが導
通する期間に前記線形スイッチング素子をオンにすることを特徴とする請求項２～５のい
ずれかに記載の双方向スイッチ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、双方向スイッチに係り、特に静止形電力変換装置に適用するに好適な半導体
スイッチングデバイスを用いた双方向スイッチに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、双方向に流れる電流を遮断または導通させる双方向スイッチを用いた電力変換装
置が知られている（例えば、特許文献１を参照）。この電力変換装置に用いられる双方向
スイッチは、図３に示すように半導体スイッチングデバイスとして２つのＩＧＢＴ（Ｑ１
，Ｑ２）をそれぞれ逆直列に接続するとともに、さらにそれぞれのＩＧＢＴ（Ｑ１，Ｑ２
）に２つのダイオードＤ１，Ｄ２を逆並列に接続したものとして構成される。即ち、図３
（ａ）に示される双方向スイッチは、２つのＩＧＢＴ（Ｑ１，Ｑ２）のエミッタ同士を接
続するとともに、ＩＧＢＴ（Ｑ１，Ｑ２）のエミッタおよびコレクタにそれぞれダイオー
ドＤ１，Ｄ２のアノードおよびカソードを逆並列に接続している。尚、ここでは、説明の
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都合上、ＩＧＢＴ（Ｑ１，Ｑ２）のコレクタをそれぞれ双方向スイッチの端子ａ，ｂとす
る。
　あるいは、図３（ｂ）に示されるようにこの双方向スイッチは、２つのＩＧＢＴ（Ｑ１
，Ｑ２）のコレクタ同士を接続するとともに、ＩＧＢＴ（Ｑ１，Ｑ２）のエミッタおよび
コレクタにそれぞれダイオードＤ１，Ｄ２のアノードおよびカソードを逆並列に接続して
構成される。
　このように構成された図３（ａ）に示す双方向スイッチは、端子ａから端子ｂに電流を
流すときには、ＩＧＢＴ（Ｑ１）のゲートに図示しないゲート制御回路から制御信号を与
えてＩＧＢＴ（Ｑ１）をオンにする。すると電流は、端子ａからＩＧＢＴ（Ｑ１）および
ダイオードＤ２を経て端子ｂに達する。逆に端子ｂから端子ａに電流を流すときには、図
示しないゲート制御からＩＧＢＴ（Ｑ２）のゲートに制御信号を与えてＩＧＢＴ（Ｑ２）
をオンにする。すると電流は、端子ｂからＩＧＢＴ（Ｑ２）およびダイオードＤ１を経て
端子ａに達する。同様に図３（ｂ）に示す双方向スイッチも同様に上述したように作動す
る。
【０００３】
　尚、上述した双方向スイッチは、ＩＧＢＴの他にＧＴＯ等の半導体スイッチング素子を
用いても構成することができ、交流電力調整装置やマトリクスコンバータ等に用いられて
いる。
　ところでＩＧＢＴやＧＴＯは、図４に示すように素子の両端に生じる電圧と流れる電流
との関係が比例せず非線形関係にある（以下、このような特性を備えた半導体スイッチン
グ素子を非線形スイッチング素子と称する）。例えば非線形スイッチング素子は、わずか
な電流を流しても、その両端には０.７Ｖ程度の電圧降下が生じる特性がある。このよう
な特性を有するＩＧＢＴやＧＴＯに対してＭＯＳＦＥＴは、図４に示すように素子の両端
に生じる電圧と流れる電流との関係が比例する線形関係にある（以下、このような特性を
備えた半導体スイッチング素子を線形スイッチング素子と称する）。
　また、これらスイッチング素子の動作周波数（スイッチング周波数）と、スイッチング
素子の印加電圧および通流可能な電流との関係は、概略的には図５に示すようになる。つ
まりＭＯＳＦＥＴは、高電圧・大電流の用途には適さないものの動作周波数を高くするこ
とができる。一方、ＩＧＢＴやＧＴＯは、ＭＯＳＦＥＴよりも動作周波数を高くすること
ができないものの、高電圧・大電流の用途に適していることが読み取れる。
【特許文献１】特開平１１－２５２９９２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前述した双方向スイッチにおける導通損失は、双方向スイッチに流れる電流と、その両
端に生じる電圧との積となる。したがって、わずかな電流でも比較的高い電圧が生じる非
線形スイッチング素子は、小電流時の通流損失が大きいという問題があった。
　またＩＧＢＴやＧＴＯは、図５に示したようにＭＯＳＦＥＴに比べて、高電圧、大電流
の用途に適しているものの、上述したようにスイッチング時の損失が大きく、更には高い
動作周波数を設定する用途には適しないという問題もある。
　したがって、ＩＧＢＴやＧＴＯ等の非線形スイッチング素子を用いた電力変換装置等で
は、高周波化や高周波動作時における損失が大きいため効率が悪く、また冷却部品の大形
化、装置重量の増加およびコストの上昇を招来することが否めなかった。
　本発明の双方向スイッチは、上述した課題を解決するべくなされたものであり、その目
的とするところは、導通損失とスイッチング損失を低減し、かつスイッチング速度を高速
化するに好適な双方向スイッチを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　前述した目的を達成するべく本発明の双方向スイッチは、所定の信号によりオンまたは
オフにされて、オン時にその両端に生じる電圧と流れる電流との関係が比例せず非線形関
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係にあり、一の通流方向を有する非線形スイッチング素子としての例えば自己消弧能力が
あるＩＧＢＴやＧＴＯ等の半導体スイッチング素子と、所定の信号によりオンまたはオフ
にされて、オン時にその両端に生じる電圧とその流れる電流との関係が比例する線形関係
にある線形スイッチング素子としての例えば自己消弧能力があるＭＯＳＦＥＴやＪＦＥＴ
等の半導体スイッチング素子とを具備した双方向スイッチング回路であって特に、
　この双方向スイッチは、前記非線形スイッチング素子と前記線形素子との通流方向が互
いに逆方向になるように接続した逆並列回路を２組直列に接続して提供される。
　上述の双方向スイッチは、一方の非線形スイッチング素子（ＩＧＢＴやＧＴＯ）が通流
状態にあるとき、他方の非線形スイッチング素子と逆並列に接続された線形スイッチング
素子（ＭＯＳＦＥＴやＪＦＥＴ）が有するボディダイオードを介して電流を流す。したが
って、部品点数の増加をきたすことがない。
　前記双方向スイッチは、この双方向スイッチの両端に生じる電圧が所定の電圧値以下で
あるとき、前記線形スイッチング素子でスイッチングを行う一方、前記双方向スイッチの
両端に生じる電圧が所定の電圧値を超えたとき、前記非線形スイッチング素子でスイッチ
ングを行うスイッチング制御部を備えることを特徴としている。
【０００６】
　したがって上述した双方向スイッチは、該スイッチの両端に生じる電圧が所定の電圧以
下であるとき、導通損失の少ない線形スイッチング素子（ＭＯＳＦＥＴやＪＦＥＴ）を用
いる一方、電圧が所定の電圧値を超えたとき、導通損失が少ない非線形スイッチング素子
（ＩＧＢＴやＧＴＯ）を用いて双方向スイッチのオン・オフ制御をし、導通損失やスイッ
チング損失の低減が図れる。
　あるいは前記双方向スイッチは、この双方向スイッチに流れる電流が所定の電流値以下
であるとき、前記線形スイッチング素子でスイッチングを行う一方、前記双方向スイッチ
に流れる電流が所定の電流値を超えたとき、前記非線形スイッチング素子でスイッチング
を行うスイッチング制御部を備えることを特徴とする。
　したがって上述した双方向スイッチは、該スイッチに流れる電流が少ないとき、導通損
失の少ない線形スイッチング素子（ＭＯＳＦＥＴやＪＦＥＴ）を用いる一方、流れる電流
が多いとき、導通損失が少ない非線形スイッチング素子（ＩＧＢＴやＧＴＯ）を用いて双
方向スイッチのオン・オフ制御をし、導通損失やスイッチング損失の低減が図れる。
　更に別の様態として構成される前記双方向スイッチは、この双方向スイッチの両端に生
じる電圧が所定の電圧値以下、または、流れる電流が所定の電流値以下であるとき、前記
線形スイッチング素子でスイッチングを行う一方、前記双方向スイッチの両端に生じる電
圧が所定の電圧値を超えたとき、かつ、流れる電流が所定の電流値を超えたとき、前記非
線形スイッチング素子でスイッチングを行うスイッチング制御部を備えることを特徴とし
ている。
【０００７】
　好ましくは前記スイッチング制御部は、前記並列回路を構成する非線形スイッチング素
子および前記線形スイッチング素子の両方を同時にオンまたはオフする期間を設けること
が望ましい。
　より好ましくは前記スイッチング制御部は、前記線形スイッチング素子が有するボディ
ダイオードが導通する期間に前記線形スイッチング素子をオンすることが望ましい。
　上述した双方向スイッチは、通流時の電圧降下をより低減することができ、導通損失や
スイッチング損失を効果的に抑える。
【発明の効果】
【０００８】
　上述したように本発明の双方向スイッチによれば、この双方向スイッチの両端に生じる
電圧が所定の電圧以下であるとき、導通損失の少ない線形スイッチング素子（ＭＯＳＦＥ
ＴやＪＦＥＴ）を用いる一方、電圧が所定の電圧値を超えたとき、導通損失が少ない非線
形スイッチング素子（ＩＧＢＴやＧＴＯ）を用いて双方向スイッチのオン・オフ制御をし
ているので、導通損失やスイッチング損失の低減が可能となる。
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　また本発明の双方向スイッチは、この双方向スイッチに流れる電流が少ないときには、
小電流時に導通損失が少ない線形スイッチング素子でオン・オフ制御をする一方、電流が
大きいときには、大電流時に導通損失が少ない非線形スイッチング素子によってオン・オ
フ制御をしているので導通損失やスイッチング損失を低減することができる。
　また本発明の双方向スイッチは、非線形スイッチング素子（ＧＴＯやＩＧＢＴ）に比べ
て動作速度が速い線形スイッチング素子（ＭＯＳＦＥＴやＪＦＥＴ）も用いているので、
特に低電流領域においてスイッチング速度を速めることが可能である。
　さらに本発明の双方向スイッチは、非線形スイッチング素子と線形スイッチング素子と
を逆並列に接続した並列回路において、通流時、これらスイッチング素子を同時にオンし
ているので、導通損失やスイッチング損失を低減することができる。
【０００９】
　あるいは本発明の双方向スイッチは、線形スイッチング素子（ＭＯＳＦＥＴ）が有する
ボディダイオードが導通する期間に線形スイッチング素子をオンしているので、導通損失
やスイッチング損失を低減することが可能である。
　したがって本発明の双方向スイッチを用いた例えば交流電力調整装置等は、高効率化を
図ることができ、引いては双方向スイッチを冷却する冷却部品の小形化、軽量化および低
コスト化を図れるだけでなく、スイッチング周波数の高周波化に伴う高性能化が可能であ
る等の実用上多大なる効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、本発明の一実施形態に係る双方向スイッチについて添付図面を参照しながら説明
する。尚、図１，２は、本発明を実施する形態の一例であって、これらの図によって本発
明が限定されるものではない。
　図１は、本発明の双方向スイッチを適用した交流電力調整装置の原理的回路図である。
この図に示す双方向スイッチは、非線形スイッチング素子としてＩＧＢＴを、線形スイッ
チング素子としてＭＯＳＦＥＴをそれぞれ用いたものである。
　さて、図１において１は、交流電源であり、この交流電源１の一端には、双方向スイッ
チＳＷ１の一端（端子ａ）が接続される。この双方向スイッチＳＷ１は、図２（ａ）に示
すようにＩＧＢＴ（Ｑ１，Ｑ２）のそれぞれに逆並列にＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１０，Ｑ１１）
が接続されて逆並列回路を形成する。つまり、ＩＧＢＴ（Ｑ１，Ｑ２）のコレクタおよび
エミッタには、ＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１０，Ｑ１１）のドレインおよびソースがそれぞれ接続
される。そしてこの逆並列回路を２組、直列に接続して双方向スイッチを構成する。ちな
みにＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１０，Ｑ１１）は、それぞれボディダイオードＢＤ１０，ＢＤ１１
を備えている。
　この双方向スイッチの他端（端子ｂ）には、もう一つの双方向スイッチＳＷ２の一端（
端子ｃ）が接続される。この双方向スイッチＳＷ２は、上述の双方向スイッチＳＷ１と同
一構成をとる。そして双方向スイッチＳＷ２の他端（端子ｄ）は、交流電源１の他端に接
続される。
【００１１】
　二つの双方向スイッチＳＷ１，ＳＷ２の接続点には、リアクトルＬの一端が接続され、
このリアクトルＬの他端には、双方向スイッチＳＷ２の端子ｄと交流電源１との接続点と
の間にコンデンサＣが並列に接続されてローパスフィルタを形成する。このローパスフィ
ルタは、双方向スイッチＳＷ１，ＳＷ２のスイッチング周波数より高い高調波成分を抑制
する役割を担う。そしてローパスフィルタによって高調波成分が抑制された交流は、コン
デンサＣと並列に接続されている負荷ＲLに供給される。
　この交流電力調整回路は、スイッチング制御部２０によって二つの双方向スイッチＳＷ
１，ＳＷ２のオン・オフを制御され、交流電源１の振幅とは異なる振幅の交流電圧を生成
して負荷ＲLに供給し、交流電力の調整ができるものである。そして、スイッチング制御
部２０には、各双方向スイッチに生じる電圧および／またはこれらスイッチに流れる電流
を検出するセンサ（図１には図示せず）からの検出値が与えられるようになっている。
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　概略的には、上述したように構成された交流電力調整装置の作動についてより詳細に説
明する。図１において交流電源１と双方向スイッチＳＷ１とが接続された端子ａ側が正（
プラス）、交流電源１と双方向スイッチＳＷ２の端子ｄ側が負（マイナス）であるとき図
示しないスイッチング制御部２０がＩＧＢＴ（Ｑ１）をオンにする。すると交流電源１→
ＩＧＢＴ（Ｑ１）→ＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１１）のボディダイオード（ＢＤ１１）→リアクト
ルＬ→コンデンサＣおよび負荷ＲL→交流電源１の経路で電流が流れる。
【００１２】
　そしてスイッチング制御部２０は、ＩＧＢＴ（Ｑ１）をオフするときＩＧＢＴ（Ｑ４）
をオンさせる。するとリアクトルＬ→コンデンサＣ、および負荷ＲL→ＩＧＢＴ（Ｑ４）
→ＭＯＳＦＥＴ（Ｑ２０）のボディダイオード（ＢＤ２０）→リアクトルＬの経路で電流
が還流する。
　同様にスイッチング制御部２０は、交流電源１の極性が反転したときは、ゲート制御回
路が上述したようにしてＩＧＢＴ（Ｑ２）およびＩＧＢＴ（Ｑ３）のオン・オフを制御す
ることで負荷ＲL両端の電圧を調整する。
　ちなみにこの回路の動作は、ＭＯＳＦＥＴの代わりにダイオードを用いて構成した交流
電力調整装置としてよく知られている回路である。
　かくして本発明の双方向スイッチは、ＭＯＳＦＥＴの代わりにダイオードを用いて構成
した双方向スイッチと同一部品点数で構成することができるのでコストや装置の大きさの
増加を最小限に抑えることができる。
　次に本発明の双方向スイッチにおける別の特徴点は、スイッチング制御部２０が双方向
スイッチの両端に生じる電圧が所定の電圧値以下であるとき、線形スイッチング素子であ
るＭＯＳＦＥＴでスイッチングを行う一方、双方向スイッチの両端に生じる電圧が所定の
電圧値を超えたとき、非線形スイッチング素子であるＩＧＢＴでスイッチングを行うとこ
ろにある。
【００１３】
　つまり図４に示した一般的なＭＯＳＦＥＴとＩＧＢＴの特性曲線において、これらの特
性曲線が交わる点の電流値Ｉ以下のとき、同じ電流値（この図において電流値Ｉ1）であ
ってもＭＯＳＦＥＴの電圧は、ＩＧＢＴの電圧に比べて低い（Ｖ1a＜Ｖ1b）。この場合、
スイッチング制御部は、ＭＯＳＦＥＴをオンし、このＭＯＳＦＥＴに電流を流すことによ
って導通損失を低減させる。
　逆に特性曲線が交わる点の電流値Ｉを超えるとき（この図において電流値Ｉ2）、ＭＯ
ＳＦＥＴの電圧に比べてＩＧＢＴの電圧は低くなる（Ｖ2a＜Ｖ2b）。この場合、スイッチ
ング制御部２０は、ＩＧＢＴをオンし、このＩＧＢＴに電流を流すことによって導通損失
を低減させる。
　かくして本発明の双方向スイッチは、スイッチング制御部２０によって双方向スイッチ
の両端に生じる電圧が所定の電圧以下であるとき、導通損失の少ない線形スイッチング素
子（ＭＯＳＦＥＴ）を用いる一方、電圧が所定の電圧値を超えたとき、導通損失が少ない
非線形スイッチング素子（ＩＧＢＴ）を用いて双方向スイッチのオン・オフ制御をしてい
るので、導通損失やスイッチング損失の低減を図ることができる。
　あるいはスイッチング制御部２０は、双方向スイッチに流れる電流が所定の電流値以下
であるとき、線形スイッチング素子であるＭＯＳＦＥＴでスイッチングを行う一方、双方
向スイッチ（ＭＯＳＦＥＴ）に流れる電流が所定の電流値を超えたとき、非線形スイッチ
ング素子であるＩＧＢＴでスイッチングを行うように制御してもよい。
【００１４】
　このようにスイッチング制御部２０が制御することによって本発明の双方向スイッチは
、軽負荷や電源電圧が低いときのように双方向スイッチに流れる電流が小さいとき、線形
スイッチング素子（ＭＯＳＦＥＴ）によるオン・オフ制御を行う一方、重負荷や電源電圧
が高く双方向スイッチに流れる電流が大きいとき、非線形スイッチング素子（ＩＧＢＴ）
によるオン・オフ制御を行っているので導通損失の低減ができる。
　更に本発明のスイッチング制御部２０は、双方向スイッチの両端に生じる電圧が所定の
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電圧値以下、または、流れる電流が所定の電流値以下であるとき、線形スイッチング素子
であるＭＯＳＦＥＴでスイッチングを行う一方、双方向スイッチの両端に生じる電圧が所
定の電圧値を超えたとき、かつ、流れる電流が所定の電流値を超えたとき、非線形スイッ
チング素子であるＩＧＢＴでスイッチングを行うよう制御しても勿論かまわない。
　またＭＯＳＦＥＴは、ユニポーラ素子であり、ＩＧＢＴのようなバイポーラ素子と比較
して一般的にスイッチング速度（動作速度）が速いほか、単位スイッチング当たりのスイ
ッチング損失が低く、高周波動作に適する。したがって、ＩＧＢＴの代わりにＭＯＳＦＥ
Ｔによってスイッチング動作を行わせることで高周波スイッチングが可能となり、より高
性能なオン・オフ制御、すなわち電力制御を行うことができ、更にスイッチング損失も低
減させることができる。
【００１５】
　また本発明の双方向スイッチにおける別の特徴点は、並列回路を構成する非線形スイッ
チング素子（ＩＧＢＴ）および線形スイッチング素子（ＩＧＢＴ）の両方を同時にオンま
たはオフする期間を設けたところにある。
　つまり、図１に示す交流電力調整装置においてスイッチング制御部２０は、上述した実
施形態とは異なり、双方向スイッチＳＷ１のＩＧＢＴ（Ｑ１）をオンすると同時に、この
ＩＧＢＴ（Ｑ１）と並列に接続されているＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１０）もオンする期間を設け
る。すると交流電源１から供給される電流は、ＩＧＢＴ（Ｑ１）とＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１０
）に分流して流れ、ボディダイオードＢＤ１１に流れる。
　ただしスイッチング制御部２０がＩＧＢＴ（Ｑ１）とＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１０）を同時に
オンしたとき、各素子に流れる電流は、それぞれの電圧が等しくなるように分流する。し
たがって、本発明の双方向スイッチは、双方向スイッチに流れる電流が少ないとき、ＭＯ
ＳＦＥＴ側に支配的に電流が流れる一方、電流値が大きいとき、ＩＧＢＴに支配的に電流
が流れる。
　かくして本発明の双方向スイッチは、非線形スイッチング素子と線形スイッチング素子
の両方を同時にオンする期間が存在するので導通損失をより低減させることが可能である
とともに、制御回路を簡略化することができる。
【００１６】
　次に本発明の双方向スイッチにおける更に別の特徴点は、線形スイッチング素子（ＭＯ
ＳＦＥＴ）が有するボディダイオードが導通する期間に、その線形スイッチング素子（Ｍ
ＯＳＦＥＴ）をオンするところにある（同期整流と同じ原理）。
　このように制御することによって双方向スイッチに流れる電流は、ボディダイオードだ
けでなくＭＯＳＦＥＴにも電流が流れるため導通損失やスイッチング損失をより低減させ
ることができる。ちなみに、この場合、ＩＧＢＴ（Ｑ１）のエミッタとＭＯＳＦＥＴ（Ｑ
１０）のソース、およびＩＧＢＴ（Ｑ２）のエミッタとＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１１）のソース
の電位は、同電位となる。このためＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１０，Ｑ１１）を駆動させるための
絶縁電源を新たに用意することなく、ＩＧＢＴ（Ｑ１，Ｑ２）を駆動させている電源を流
用できる。したがって、本発明の双方向スイッチは、部品点数を増加することなく導通損
失をより低減させることが可能である。
　あるいは上述した双方向スイッチは、図２（ｂ）に示すようにＩＧＢＴ（Ｑ１）および
ＭＯＳＦＥＴ（Ｑ１０）とで構成される並列回路と、ＩＧＢＴ（Ｑ２）およびＭＯＳＦＥ
Ｔ（Ｑ１１）とで構成される並列回路を入れ替えて構成してもかまわない。
　尚、本発明の双方向スイッチは、上記した実施の形態に限定されるものではなく、双方
向スイッチを用いる例えばマトリクスコンバータ等にも適用可能である等、実用上極めて
有用である。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の双方向スイッチを適用した交流電力調整装置の原理的回路図。
【図２】本発明の双方向スイッチの構成を示す回路図。
【図３】従来の双方向スイッチの構成を示す回路図。
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【図４】ＩＧＢＴとＭＯＳＦＥＴの電圧―電流特性を示すグラフ。
【図５】各種半導体スイッチング素子の動作周波数と電圧・電流との関係を示す図。
【符号の説明】
【００１８】
　１　　交流電源
　２０　スイッチング制御部
　ＢＤ１０，ＢＤ１１，ＢＤ１２，ＢＤ１３　　ボディダイオード
　Ｃ　コンデンサ
　Ｌ　　リアクトル
　Ｑ１，Ｑ２，Ｑ３，Ｑ４　　ＩＧＢＴ
　Ｑ１０，Ｑ１１，Ｑ１２，Ｑ１３　　ＭＯＳＦＥＴ
　ＲL　　負荷

【図１】 【図２】
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